
様式３
確　認　書

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しないこと。
　２　弁護士法（昭和24年法律第205号）第４条に規定する弁護士、同法第30条に規定する弁護士法人、又は債権管理回収業に関する特別措置法（平成10年法律第126号）第３条の法務大臣の許可を受けた債権回収業者であり、かつ許可を受けた日から３年以上経過（提案書提出日を基準）していること。

３　プライバシーマークの使用を許諾された者又はＩＳＭＳ認証を取得している者であること。
４　直近の事業年度において債務超過になっていないこと。また、直近３カ年の事業年度において、営業利益、経常利益及び当期純利益のすべてが赤字となっていないこと。

５　税金（法人税、消費税及び地方消費税、都道府県税）を滞納していないこと。

６　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがされている者又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがされている者でないこと。

７　栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30条）第2条第1号又は同条第4号の規定に該当する者でないこと。
上記のとおり相違ないことを誓約します。
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